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令 和 元 年 版 宮 城 県 環 境 白 書 について 
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の状況及び県が講じた施策等を明らかにするために作成し、公表するものです。令和元年版において

は、平成 30年度に県が行った施策の内容及び実績について掲載しています。 

 
① 環境白書インターネット版のご案内 

  環境白書（本編及び資料編）は環境政策課のホームページからダウンロードできます。 
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③ 掲載内容の担当課等について 
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記述に担当課名等を記載しています。 
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  警 察 本 部  生活安全部生活環境課 
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